
令和５年度岡山県防災会議 議事概要 

 

【開催概要】 

１ 開催日時：令和６年２月１３日（火） １４：００～１５：００ 

２ 場  所：ピュアリティまきび ２階 孔雀 

３ 出 席 者：委 員：５０名（別添資料「出席者名簿」のとおり） 

事務局（県危機管理課）：１０名 

 ４ 資  料：別添のとおり 

 

発言者 議  事 

事務局 

（岡山県危機管理課長） 

【議題１】岡山県地域防災計画の修正について 

 事務局が、資料１に基づき説明を行い、岡山県地域防災計画（風水害等対

策編、地震・津波災害対策編、原子力災害等対策編）の修正について、質疑、

意見なく、原案のとおり承認された。 

 

災害支援ネットワーク 

おかやま 

（石原氏） 

【議題２】その他 

 ① 関係機関等からの情報提供 

  ア 災害中間支援組織と災害ケースマネジメント 

 災害支援ネットワークおかやま（石原氏）が、資料２に基づき説明を行っ

た。 

 

岡山県医師会 

（松山委員） 

 

 

 

 

 

 

災害支援ネットワーク 

おかやま 

（石原氏） 

（質疑・応答） 

 資料の中に平成３０年７月豪雨災害時に在宅避難者の調査を 1800件実施

した旨が記載されているが、対象の数（1800 件）については、どのように

して把握されたのか。 

東日本大震災で JMATを派遣した際に、在宅避難者の巡回を行ったが、時

間効率の良い支援ができなかった経緯がある。 

在宅避難者の把握方法として、何か良い方法があれば教えていただきた

い。 

 

資料の中の岡山市の例に関しては、岡山市から情報をいただき、被災エリ

アから母数（1800件）を洗い出した。 

その他の方法としては、保険会社が使用している、震度や雨量から住家の

状況や浸水規模等を予測できるシステムを活用し、対象世帯数を洗い出す

方法がある。 

また、現在、保険会社等の民間団体が把握する情報と行政機関が把握する

情報が一致していない場合があるため、それぞれが把握している情報の突

合・情報共有を行うことで、より円滑に官民が連携した支援が行われると考

える。 

川辺復興プロジェクト 

あるく 

（槙原氏） 

【議題２】その他 

 ① 関係機関等からの情報提供 

  イ 平成３０年７月豪雨災害後の取組み 

 川辺復興プロジェクトあるく（槙原氏）が、資料３に基づき説明を行っ

た。 



 

事務局 

（岡山県危機管理課長） 

 

日本赤十字社岡山県支部 

（上原委員） 

【議題２】その他 

 ① 関係機関等からの情報提供 

  ウ 令和６年能登半島地震への対応 

 事務局及び日本赤十字社岡山県支部が、資料４及び資料５に基づき説明

を行った。 

 

 

岡山県身体障害者福祉連合会 

（藤田委員） 

 

 

 

 

 

 

 

 

事務局 

（岡山県危機管理課長） 

 

 

 

 

 

 

 

岡山県市長会 

（大舌委員） 

【議題２】その他 

 ② 意見交換 

２月１１付け山陽新聞に、過去の大災害の死亡者のうち、２割強が障害者

手帳の所持者という記事があり、このことについて、被災自治体の３割が

「支援が必要な人の安否を確認する方法が無かった」としているが、岡山県

はどのような対策を実施しているか教えていただきたい。 

また、平成２５年の「災害対策基本法」の改正に伴い、障害者、高齢者、

外国人、妊婦等の避難行動要支援者の名簿作成が義務付けられたが、県下の

市町村の要避難支援者名簿の作成状況を教えていただきたい。 

最後に、令和３年の「災害対策基本法」の改正に伴う、個別避難計画の作

成について、県下の市町村の作成状況を教えていただきたい。 

 

個人情報保護の観点については、災害時には、躊躇なく市町村等の関係機

関と個人情報の共有を図り、被災者の救助・救援に繋げていく次第だ。 

要避難支援者名簿の作成については、県内２７市町村全てで作成してお

り、災害時等の非常事態には、迅速に関係者に共有できるように連携体制を

強化して参りたい。 

また、個別避難計画については、県内２６市町村で着手しており、県も具

体的な個人の状況に応じた避難計画を事前に定めておくことは非常に重要

と考えているため、作成に向け、しっかり支援して参りたい。 

 

本日の岡山県地域防災計画の承認を受けて、各市町村においても、市町村

の地域防災計画をしっかりと作成していくので、関係団体の皆様方にはご

支援をお願いしたい。 

先程の藤田委員の災害時における避難行動要支援者への支援について、

精神障害者の情報がなかなか施設から提供されず、支援に繋がらない現状

があるため、迅速に情報共有できるネットワークが必要であり、障害者の会

や地域の民生委員と障害者施設等がしっかりと連携していただくことが重

要と考える。 

障害者支援の先進地域では、できるだけ在宅で生活していただくといっ

た流れがあるが、先程、藤田委員が仰られたように、災害時に在宅障害者の

死亡リスクが高くなるといった課題も出てくる。 

ついては、平時の障害者ケアプランの他に、災害時のケアプランの作成に

ついても検討していく必要があるため、関係機関の皆様方の引き続きの御

協力をお願いしたい。 

 


